































正要綱案に至るまでの審議段階は大きく分けると、第 1 ステージ、第 2 ステー
ジおよび第 3 ステージに分けられる。


















りまとめを行うこと」とされた。同年 9 月 8 日に、「民法（債権関係）の改正













とされた（政府は同年12月15日の閣議で、2020年 4 月 1 日から施行することを
決定した。）。




































では、危険負担の箇所に存置されることになり、536条 1 項に続く 2 項で体裁
































































































































































413条の 2 第 2 項により、改正法543条を経由しても、改正法536条 2 項を経由
したのと同じく、反対給付義務を、受領遅滞した債権者は、履行しなければな
らないのである。



































　ド民326条 1 項 1 文は、「債務者が第275条 1 項から第 3 項までにより給付を
要しないときは、反対給付請求権は、消滅する」と定める。他方、同条 5 項











　 ド 民 326 条 2 項 は、「債 権 者 に の み 若 し く は 主 と し て 債 権 者 に 責 任
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プレス機械の例において、売主と買主の帰責事由の割合が 5 ： 5 であるとすれ



































（ 1 ）　中間試案第12危険負担の本文 1 （商事法務・編『民法（債権関係）の改正に関する中
間試案の捕捉説明』商事法務2013年141頁）。
（ 2 ）　中間試案第12危険負担の本文 2 （商事法務・編（注 1 ））145頁以下。

















解放されるが（改正法412条の 2 第 1 項）、債権者は契約を解除できないことで、引き続
き、反対債務（債務者の債権者に対する債権）から解放されずに、契約に拘束される。
これについては、潮見（注 6 ）243頁参照。
（ 8 ）　「民法（債権関係）の改正に関する要綱仮案」（http://www.moj.go.jp/content/001127038. 
pdf）13頁。










（15）　Palandt/Grüneberg （77 Aufl. 2018） §323 Rn. 28.
（16）　ド民326条の訳は、verantwortlich の訳語を変更したことと括弧を筆者が追加補充した
こと以外は、岡孝編（注14）207⊖208頁にほぼ依拠した。
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論社1988年220頁に依拠した）。
（19）　MünchKomm-BGB/Ernst, （5.Aufl., 2007）§326 Rn.63; Palandt/Grüneberg （Anm.15）§326 
Rn. 8; Staudinger/Otto, （2009）, §326 Rn. C19.
（20）　BT-Drucks 14/6040 S.187.
（21）　BeckOK/H. Schmidt, 43. Ed., 15. 6.2017, BGB §326 Rn. 15. und 63; Palandt/ Grüneberg 
（Anm.7） §323 Rn. 29 und §326 Rn.9.
（22）　BGH Urt. v. 13. 1. 2011 BGHZ 188, 71. これ以外の判例（BGH Urt. v. 26. 10. 1979 NJW 
1980, 700; BGH Urt. v. 18. 10 .2001 NJW 2002, 595）および設例については、Kötz, Hein, 




（24）　部会資料 5 ⊖ 2 。この部会資料については『民法（債権関係）の改正に関する検討事
項法制審議会民法（債権関係）部会資料〈詳細版〉』（民事法研究会2011年）18頁を見よ。
（25）　Vgl. Staudinger/Otto （Anm.19）§326 Rn. C78⊖C91.
（26）　Looschelders, Dirk, Schuldrecht AT （Academia Iuris）, 15.Aufl. （Vahlen 2017） Rn.703が下級
審裁判例（OLG Frankfurt a. M. NJW-RR 1995, 435）をもとに作成した事例。




報122巻 1 ・ 2 号（2015年 8 月）772⊖775頁参照。
（30）　中田（前注 4 ）は、危険負担の箇所（169頁）で、両当事者に帰責事由のある場合を
論じている。
 ―ふくだ　きよあき・明治学院大学法学部教授―
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